第８回教育委員会（定）
開会日時　　平成２４年　　４月　２５日（水）　　　午後　　３時００分
閉会日時　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　午後　　４時２５分
開会場所　　教育委員会室

出席者
　　委員　　別　府　明　雄

　　委員　　今　井　英　彦

　　委員　　谷　田　　　泰

　　委員　　本　山　千惠子

　　委員　　北　川　容　子

出席事務局職員

　　事務局次長　　寺　西　幸　雄　　　　庶務課長　　小　池　喜美子
　　学務課長　　森下真博　　　　生涯学習課長　　中　島　実（途中より出席）
　　指導室長　　矢　部　　　崇　　　　生涯学習推進係長　　　渡辺　より子
　　学校地域連携担当課長　　大澤宣仁　　　　新しい学校づくり担当課長　　　田　中　光　輝
　　中央図書館管理係長　　猪　狩　秀　雄
署名委員
　　　　　　　　　　委員長

　　　　　　　　　　委　員
午後　　３時００分　開会

委員長　　本日は５名の委員の出席を得ましたので、委員会は成立いたしました。

　ただいまから、平成２４年第８回教育委員会定例会を開催いたします。

　本日の会議に出席する職員は、寺西次長、小池庶務課長、森下学務課長、中島生涯学習課長は本日途中から出席しますので、代わりまして渡辺生涯学習推進係長、矢部指導室長、田中新しい学校づくり担当課長、大澤学校地域連携担当課長、代田中央図書館長は本日欠席のため、かわりまして猪狩管理係長の、以上８名でございます。

　本日の会議録署名委員は、会議規則第２９条により今井委員にお願いいたします。

　本日の委員会は、２名から傍聴申し出がなされており、会議規則第３０条により許可しましたので、お知らせいたします。

　それでは、議事に入ります。

○議事

日程第一　議案第８号　意見の聴取について

　　　　　１．板橋区立板橋第三中学校改築環境工事請負契約

（新しい学校づくり担当課）

委員長　　日程第一　議案第８号「意見の聴取について」、新しい学校づくり担当課長から説明してください。
新しい学校づくり担当課長　　それでは、議案第８号「板橋区立板橋第三中学校改築環境工事請負契約」についてのご説明でございます。

　工事の概要等につきましては、前回、４月１３日の教育委員会におきまして既に説明をしているところでございます。

　議会関係におきましては、文教児童委員会におきましても、４月２０日にご報告させていただいております。

　本件につきましては、本件の契約事項につきましての意見の聴取ということでございます

　工事等の内容につきましては、説明済みということですので省略させていただきたいと思います。よろしくお願いいたします。

委員長　　了解です。金額ぐらい出てくるかと思っていたのですが。

新しい学校づくり担当課長　　少々、資料に基づいて説明します。資料を２枚めくっていただきますと、議案の内容が出ております。
　既に、一般競争入札の契約が終了しております。

　契約金額につきましては２億５，７４７万５００円ということでございます。

　契約の相手方につきましては、共立・内田建設共同企業体ということでございます。
　工期につきましては、契約確定の日の翌日から平成２４年度１２月７日までという予定となっております。
　大変失礼いたしました。

委員長　　質疑、意見等がございましたら、ご発言ください。

　工事内容については前回説明いただいておりますのでお分かりかと思います。契約金額がそれに見合うかどうかというのは、判断のしようがないので。入札でこうなったということだと思います。
教育長　　これで、三中の改築関係の工事については、全て完了ということですか。

新しい学校づくり担当課長　　そうですね。ただ、契約ものとしましては、設備関係は同時期に契約なされるんですけれども、議決事項ではない金額ですので、これに沿いまして契約をいたします。

教育長　　いずれにしても、１２月７日までが工期になっていますけれども、そのくらいには設備関係も終わるということですか。

新しい学校づくり担当課長　　そうですね。板橋第三中学校の全ての工事がここで終えることとなります。

委員長　　希望といたしましては、学校の工事というのは色々制約があって工事期間がどうしても長くなるというのはやむを得ないのですけれども、生徒のことを考えますと、なるべく工事期間は短くできると非常にいいなと思います。
　民間の工事ですと、長くかかると、どうしてもお金がかかるので結構短くやってしまうので、何となく、私から見ると役所の工事は長いなという印象があります。
次　　　長　　議会でも出ましたけれども、今回は解体工事も含まれているので、近隣の方への影響ですとか、その辺も十分に配慮して工事をするようにというようなお話もいただいております。実際の工事につきましては営繕の方で監督するような形になりますが、そういう部分での配慮が若干あるのかなというふうに思います。

委員長　　そうなんですよね。本来なら、学校がやっていない土日にやってしまえばいいのですけれども、逆に近隣がそれを許してくれないので、長くなってしまうというのは承知しております。

　ほかにございますでしょうか。

（なし）

委員長　　それでは、お諮りします。日程第一　議案第８号「意見の聴取について」、原案のとおり同意することにご異議ございませんか。

（異議なし）

委員長　　では、そのように決定いたします。

○議事

日程第二　議案第９号　教育財産の取得について

（学校地域連携担当課）

委員長　　次に、日程第二　議案第９号「教育財産の取得について」、学校地域連携担当課長から説明してください。
学校地域連携担当課長　　それでは、議案第９号「教育財産の取得について」、ご説明いたします。

　今年度は、新たに８校であいキッズを開設いたしてございます。志村坂下小学校、板橋第二小学校、高島第二小学校、志村第三小学校、蓮根第二小学校、板橋第四小学校、高島第六小学校、舟渡小学校の８校でございます。

　このうち、従前から学童クラブとして使用していました高島第二小学校の学童クラブ、高島第六小学校の学童クラブ、舟渡小学校の学童クラブの３施設につきましては、あいキッズ実施の建物をそのまま、今度はあいキッズ学童クラブ室として使用いたします。

　このため、現在、財産上、区長部局子ども政策課主管の行政財産となっているものを教育財産として取得しまして使用するための手続を行うものでございます。

　この根拠でございますけれども、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２８条第３項、並びに東京都板橋区公有財産規則第９条第１項の規定により、教育財産として引き渡しを受けるものでございます。

　そして、地方教育行政の組織及び運営に関する法律第２３条第２項によりまして、４月１日から教育委員会が教育財産として管理するものでございます。

　資料の３ページ目が板橋区長からの教育財産の引き渡し文書でございます。

　そして、５ページから７ページ目が、高島第二小学校学童クラブ、高島第二小学校のあいキッズです。この施設関係。

　それから８ページ目、９ページ目が、はすのみ学童クラブ、高島第六小学校のあいキッズ学童クラブになります。
　そして、１０ページ、１１ページが志村橋児童館。舟渡小学校のあいキッズになりますが、この引き継ぎを受ける施設の面積とか配置図の資料でございます。

　簡単でございますが、説明は以上でございます。

委員長　　質疑、意見等がございましたら、ご発言ください。

　これも、事務的な手続ということで従前からそういう形をとっておりましたので、特に問題はないと思います。
　では、お諮りします。日程第二　議案第９号「教育財産の取得について」、原案のとおり可決することにご異議ございませんか。

（異議なし）

委員長　　では、そのように決定します。

○報告事項

１．教育支援センター基本計画（案）について

（資料指－１・指導室）

委員長　　それでは、報告事項を聴取します。報告１「教育支援センター基本計画（案）について」、指導室長から報告願います。
指導室長　　よろしくお願いいたします。第６回の報告会におきまして資料を配付させていただいておりまして、その後、指導室を中心として基本計画を練り直しさせていただきました。その結果を、今日ご報告させていただきたいと思っております。
　まず、大きく変わっておりますところは、資料の２ページに当たりますところでございますが、２ページのちょうど中段に「センターは」と始まるところでございます。その後に、「教育委員会における現行業務の整理・再編を行った上で」と、この一文を入れさせていただいております。教育委員会全体にかかわることのみならず、他の部局との関連も図りながら内容を精査していかなければならないということで、この文言を入れさせていただいております。

　２つ目でございますが、５ページになります。
　５ページの下段で、「特に」と書いてあるところから、その後、７行目ぐらいまでのところです。ここには授業改善のことをより強く色を出すというところで、この学習指導要領に基づく授業改善が必要だということを全面的に出す文言を入れさせていただいております。

　続きまして、８ページでございます。

　８ページの一番下の③、新しく起こした項目でございます。「外部講師等による教育課題の研究」と題しまして、学校支援の充実の中で、研究の内容を、特にこういったことを行うことで教職員の研究を行う組織とするというようなことを入れさせていただいております。

　なお、最終ページでございますけれども、１３ページです。

　この中に、エリア別フロアレイアウトということで幾つかお示ししてあります。前回のときには、部屋数、広さ、大きさ等が書いてありましたけれども、これは庁舎管理建設課の公開時期の６月に合わせまして公表するということにされておりますので、ここでは削除させていただいております。

　以上が、前回との変更点でございます。

　なお、今後のスケジュールでございますけれども、５月１５日の庁議にお諮りいただくことにしたいと思っております。その後、６月の文教児童委員会でご報告させていただく手はずとなっております。
　以上でございます。

委員長　　質疑、意見等がございましたら、ご発言ください。

谷田委員　　スケジュールの方では、平成２７年度からスタートするということで、まだ３年あるということですけれども、要は、箱ができなくても進めることもあるように思うのですが、その考え方とか。あえて箱ができるまで何もしないということよりも、先ほど整理の話もありましたけれども、できることは、どんどん取り組んでいこうかということには、なかなかならないのかということ。

　それから、もう１つ、また違う視点になりますけれども、なかなか今、予算をいただきにくい状況にあると思うのですが、そのあたりで何か我々として考えておくというか、これは１つ教育委員会の中でかなり目玉になることで、議論を積み重ねてきたわけですけれども、ある程度、お金を引っ張ってもらわないと、なかなか上手くいかない部分もあると思うのです。
　このあたりで、何か我々として考えておくこととかはあるのですか。その２つを、何かアイデアがあればお答えいただきたいと思いますけれども。
指導室長　　内容のことについては私からお答えさせていただきますけれども、研修支援センターの機能の３つとして研究と研修と相談というのがございます。研究と研修につきましては、実際に教員がどのようにこれから力をつけていくかということについてでございます。現行の教員の研修の体制と、学校で進めている研究を集約しながらそういったものは進めていくことができるかと思っております。

　一番大きな課題と捉えているのは教育相談の部分でございまして、相談所としての機能を入れるわけですが、現行の相談所、あるいは板橋フレンドセンター、それから指導室にありますＳＴＡＲＴのセクション、それらの教育相談としての組織をどのように再編していくかということが最大の課題かなと思っております。
　これについては、教育委員会内だけではなくて、他の部署との連携を図りながら相談を進めていかなければならないと考えております。

次　　　長　　財政的な件についてお話させていただきますと、区の財政状況については大変厳しいということでいつもお話をさせていただいていることかと思います。
　そういう中で、今、財政調整基金を活用して毎年の予算を組んでいる。逆の言い方をしますと、前年度の繰越金を当て込むような形で、何とか次の年の予算が組めているという状況ですが、平成２５年度についてはそういう見込みでも何とかできるのではないかということですが、それ以降については大変厳しい状況にあるという認識に立っておりまして、そういう意味でいくと、財政調整基金の活用という部分については平成２６年度以降、区全体として難しくなってくるという中で、何らかの対策を検討しなくてはいけないということで、全庁的に検討が始まっているところでございます。
　そういう中で、この教育支援センターについては、平成２７年度に開設ということで、平成２６年度予算である程度充当していくのか、あるいは平成２７年度予算でやるのか、その辺についてもまだ明確な方向性は示されていないところですが、実施計画の策定、逆に言えば、行政改革の部分と、それに見合う形の支出ができる計画事業という位置づけにしていただけるようなものにしていかなければならないと思っております。
　その辺については、まだ全く先の見通しについては不透明な状況の中で、これから構想に基づいて具体的な計画をつくっていくわけですので、その中でどういう形ができるのか、早急に積み上げていかなければならないと思っております。

　ですが、区役所の南館にあれだけの広いスペースを区から融通していただいて、今まで教育委員会として大変必要性があった教員の研修・研究、相談ということで施設をつくらせていただくわけですから、それなりの活用、それなりの効果、そういうものが非常に求められていると思います。この基本計画に基づいて、そういう効果なりが財政当局にもきちんと分かるようなものを我々が示していかなければいけないというふうに思っております。

　そういう中で、また教育委員会の委員さんの方にも色々なご相談をさせていただく場面が、これから出てくると思いますので、そういう中でお知恵を拝借しながら、この計画をまたさらに具体化するということで進めていきたいと思っております。

　今のところ、まだ漠然としておりまして大変恐縮ですが、そんな形なのかなというふうに思っています。

教育長　　かなり基本計画としてはしっかりとしたものができていると思います。

　特に、２ページの計画のコンセプトが（１）から（４）までありますけれども、これがすごく大切なところだろうと思います。特に、今の板橋の状況から言えば、（４）の「ここが板橋区立公立学校の授業改善の中心である」という、そこの部分に非常に力を入れてやっているところですので、そのあたりがきちんと明確にされたという、この計画自体は非常によくできているなというふうに思っているんです。

　現在、実際には教育支援センターができたのと同じことはできないんですけれども、旧板四中の中に、支援センター準備室というのを、勝手につくったと言って怒られていますけれども、そういう形で職員を張りつけています。
　そこは、指導室の統括のもとに、退職された校長先生方を中心に、都費の非常勤職員という形の方々が中心に担っていただいているのですけれども、そこの中で、ここにも書いてある（１）から（４）の部分の具体的な内容、仕事については少しずつやっていただいているところがあります。その辺が核になっていくのかなというふうに思っています。
　実際に、今こういう状況ですから、正規の職員を張りつけてくれということは、一定規模は要求しないといけないと思いますけれども、なかなか難しいと思います。そういうときに、退職された校長先生方の能力を生かしていくとか、そういうところで運営に携わっていただくのはすごく大切になってくるだろうなと思いますので、そこのあたりを、もう少ししっかり力を入れて、毎年、毎年、非常勤職員の先生方は出てきますので、少しそういうところも含めて考えながら仕事をしていただこうかと思っています。

委員長　　そうですね。例えば、少しずつやっていくという意味では、外部講師等による教育課題の研究というのが追加になりましたけれども、著明な外部講師なんて必ずしもお安くないとは思うのですけれども、こういったものも、できれば今からでもやっていけば、できないことはないと思います。ただ、どうしても財政的な面でなかなか難しいかとは思いますが。
教育長　　ほかの県や自治体の教育支援センターなどを見ていると、例えば退職した校長先生方を中心にＮＰＯ法人をつくっていただいて、そこの方々に入っていただいて、非常に面白い授業の教材づくりだとか、授業サポートというところで、有償の講習をやっているというところもあるようです。

　やり方は、いわゆる区の職員が入ってとか、職員を張りつけてという以外のところで、色んなやり方があるのかなと思いますし。それから、教員の研修ということから言えば、これから地域の中に、それこそ、谷田委員がいつも言っていらっしゃるように、地域の企業の方々と交流する場を設けて、それが１つの教員の幅が広がっていく研修につながっていくということもありますので、そんなことも必要になってくるかなと。もうちょっと時間がありますので、その辺を少し、皆さんに色々意見、アイデアを出していただきながら進めて行ければと思っています。
谷田委員　　３年前ぐらいでしたか、中学校の校長先生が夏休みに、保護者、経営者、学校の校長先生、色々交えてディスカッションをしたのがありましたよね。

　あのときに参加した、自分が来てもらった経営者の人たちはすごく面白かったと言っていました。「また、やらないの」というぐらいの形で言っていたので、そうやって引っ張り込むことができる人物は、まだまだ区内にいると思います。

委員長　メディアセンターの設備はぜひ最新の設備を入れていただきたいと思うわけですけれども、どうしてもお金はかかります。ただ、例えばスタジオ設備などというのは防災設備で、防災で使うように、恐らく将来可能性が出てくると思うのです。
　ワンセグ放送を地域的にやる形になってくると、スタジオ設備というのがどうしても防災上も必要になってきますので、そういったのを兼用する形で上手く予算を持ってこられると、いい設備が入れられるかなというふうには勝手に思っております。
　ということで、よろしいでしょうか。

○報告事項

２．板橋区立小・中学校の適正配置に関する基本方針

（資料新―１・新しい学校づくり担当課）

委　員　長　　それでは、報告２に移ります。「板橋区立小・中学校の適正配置に関する基本方針」について、新しい学校づくり担当課長から報告願います。
新しい学校づくり担当課長　　それでは、板橋区立小・中学校の適正配置に関する基本方針につきまして、ご報告申し上げます。

　前回、４月１３日に素案をお渡しさせていただいているところですけれども、その後、若干、議論を事務局でいたしまして、本日ご報告するものでございます。
　また、これから説明させていただきますが、ご意見等がございますればちょうだいいたしまして、本日の教育委員会の中で承認いただきましたら、今後、公表等の手続に入っていきたいというふうに考えております。

　では、内容についてですけれども、資料の方は１つのつづりにはなっているんですけれども、１から８ページ目までが教育委員会の基本方針とお考えください。

　最後のページにつきましては、検討する学校・地域の公表ということで、表題のところに「平成２４年４月公表」と入れてありますけれども、今回のこのタイミングでの公表はこのような形になるということで、以後、後に説明しますけれども、状況が整って公表するようなことになりますれば、２回目の公表、３回目の公表ということになってくると考えております。

　それでは、資料の１ページ目でございますけれども、１ページ目では基本方針の策定の背景と目的というのを簡単に述べさせていただいております。こちらの最後の段のところで、「教育委員会では、この審議会からいただいた答申を十分に尊重し、児童・生徒数の推移及び将来推計、教育を取り巻く環境の変化を踏まえ、学校適正配置に関する考え方、進め方を示す基本方針を策定します」というような形で述べております。
　このページには、板橋区の児童・生徒数の推移と、国立社会保障・人口問題研究所が発表しております板橋区の年少人口の推移予測を掲載しております。
　２ページからですけれども、こちらには適正配置に関します基本的な考え方を記しております。

　（１）としまして、教育上望ましい規模に関してということでございます。

　教育上望ましい規模につきましては、小学校・中学校別に学級数、児童数を記しております。この数値につきましては、適正規模・適正配置審議会の答申と同一となっております。

　適正規模化をこれから進めていくということで、２番目のところには、適正規模化により期待される効果ということを示しております。

　これにつきましては、３つの視点から、人間関係、教育活動、学校運営、様々な面で期待される効果というものを記しております。

　２ページのところに戻っていただきますと、下段のところには、平成２４年４月７日現在の板橋区内の学校規模の状況、学級数の状況をグラフ化したものがございます。
　小学校の規模では、６学級が７校という状況になっております。それから、１２から１８学級の望ましい規模が３１校ということでございます。
　一方、中学校では、いわゆる単学級、３学級の中学校は２校というような状況になっております。

　教育上望ましい規模に関しましては、教育環境というのは様々な条件により総合的に整えられるものでありますので、教育上望ましい規模を外れたからといって、直ちにその状況が望ましくない環境にあるとは断定しないということは３ページの上部に記しているところでございます。

　４ページ目でございますが、３番には、適正配置の実施に当たりまして配慮する事項について記述しております。この配慮すべき７項目につきましては、答申の中に記されているものと同一でございます。
　配慮すべき項目につきましては、検討を進める学校や地域によっての事情等によって全く異なりますので、それに見合ったような形で各項目に配慮が必要となってまいります。

　その下の※でございますけれども、ここでは、学校は、単に児童・生徒の教育の場であるにとどまらず、地域コミュニティの拠点として重要な役割を担っています。地域センター区域は、青少年健全育成地区委員会や町会連合会支部などの区域と合致していることから、地域センター区域には小・中学校のいずれかが存在することとしますというような記述となっています。

　これによりまして、地域センター区域には必ず小・中学校のいずれか１つ、学校が存在するということを述べているものでございます。

　４番は、学校整備計画との関係でございますが、これから学校の改築、大規模改修等の計画を定めます学校整備計画を策定していくところなんですけれども、その部分とも一体制を保つ必要があるということを述べています。

　５ページ目からは、実際の適正化に向けた進め方についてでございます。

　１つの流れとしましては、３段階ということを考えております。

　まず、１つ目の段階、①日常の取り組みから検討地域の公表までです。今回、この考え方の中で、日常の取り組みの重要性というものを明らかにしているところでございます。
　実際に、学校規模は教育環境の重要な項目でございますので、日ごろから学校、保護者、地域関係者において問題意識を共有していただくということを述べています。実際には、児童・生徒数の将来推計などをもとに、検討等、共有化等を図っていただくんですけれども、教育委員会は積極的にその情報提供等を行っていきます。

　また、下の四角の中にもありますとおり、必要に応じて、地域や学校、保護者等との意見交換会や説明会を実施いたします。

　それから、次の段階ですけれども、６ページ目でございますが、適正化の検討を開始する学校や地域の公表でございます。
　適正化を検討する必要性を総合的に判断した上で、検討を要する学校・地域を決定して公表いたします。これは教育委員会が公表することとなります。

　公表の判断材料の１つの例ですけれども、児童・生徒数の推移や将来の推計、それから施設等も含めた教育環境の状況、また、日常の取り組みの中で、保護者、地域の皆さんとの問題意識の共有の中から確認された課題などを総合的に判断することとなります。

　続きまして、第２段階のところですけれども、これは実際の協議会の設置から協議のところでございます。
　まず、１は協議会の設置でございます。協議会の設置の目的といたしましては、実際には教育環境の充実のためにという大前提のもと、意見集約と合意形成を図る協議の場として検討する学校、または地域に協議会を設置いたします。

　（２）協議会の委員のところですけれども、学校にかかる様々な立場の方からの意見をいただきながらということを前提としまして、四角の中に書いてありますように、教育委員会、学校長のほか、ＰＴＡ、保護者の方、町会・自治会の関係の方、あるいは学校の様々な支援をされている団体等の方を想定しています。
　このメンバーにつきましても、当然、協議会あるいは地域によって状況が異なりますので、協議会の設置まで、そういった部分の調整も教育委員会の方が十分図った上でメンバー等の決定をしていくような形になろうかと思います。

　７ページ目は、協議会での協議というところでございます。協議会の主な手順といたしましては、３点ございます。

　まずは、共通理解の確認となります。協議会設立の趣旨であったり、検討のプロセスの確認をした上で実際の協議に入っていただくような形になろうかと思います。

　次は、課題解決のための実際の考察を行っていただきます。ここでは、教育委員会は客観的なデータや教育施策上の規定の提示など、協議会が円滑に進むよう、必要な情報提供に努めてまいります。
　３つ目といたしましては、方策の決定ということでございます。この中では、通学区域の変更や学校統合等、学校適正配置のための方策を検討しまして、審議会としての考え方をまとめていただきます。

　協議会は何回もの開催になろうかと思いますけれども、協議内容につきましては、協議会だより、あるいは協議会のニュースというものの発行、あるいはホームページの活用等、教育委員会では情報提供に努めてまいります。

　３段階目の③ですけれども、適正配置の推進ということになります。
　その１ですけれども、学校適正配置計画の策定です。協議会は、合意内容を意見書あるいは要望書のような形で教育委員会に提出後、報告することとなります。教育委員会としましては、協議会において合意内容を反映された意見書、あるいは要望書を踏まえた上で、学校適正配置計画を策定します。

　この計画に基づき、２番にありますとおり、学校適正配置計画を推進していくというような状況でございます。

　８ページ目につきましては、これまで述べたところを１つのフロー図として図式化したものとなっています。

　基本方針の内容は以上ですけれども、この数値のところは、区の学級数等の部分は、「４月７日現在」という表記になっていますけれども、実際には、その数値は５月１日基準ということでまとめることとなりますので、最終的には「５月１日基準」ということでデータは入れかえさせていただきたいと思います。

　それから、最後につづってある検討する学校・地域の公表についてでございます。書き出しにありますとおり、この基本方針に基づきまして、学校規模に関する課題について検討を行う学校を公表することになります。

　今回、検討を行う学校については大山小学校、この１校の公表となります。大きな主題にありますとおり、望ましい規模を下回り早急な対応を要する学校というような状況でございます。

　大山小学校につきましては、既に審議会で審議が重ねられている最中から、事前の情報提供等をさせていただいておりまして、先般４月１６日に第１回の協議会を終えているところでございます。公表に至る現状、あるいは留意点につきましては、資料にあるとおりでございます。

　中段から下のところでございますけれども、情報提供や意見交換等を必要とする地域ということでございます。これにつきましては、いわゆる検討する学校・地域公表の前段階といたしまして、地域の周辺の動向把握でありましたり、情報提供等を行うというようなところでございます。

　まず１点目は、大規模化が進む地域ということで、志村地域の小学校についてでございます。こちらにつきましては、大規模集合住宅の建設等により、地域内の小学校の教室数が将来的に不足するおそれがある地域でございます。ここは、少し広い範囲のところで、地域を一体的に捉えて、地域内の小学校の学校規模を考える必要があるというふうに考えております。

　それから２つ目の部分ですけれども、学校が密集して小規模化が進んでいる学校を含む地域というところでございまして、板橋第三中学校エリアの小学校でございます。ここは、小学校が密集しているという特徴のある地域であります。各校の通学区域内の人口に大きな差はないものの、学校規模に差が生じている状況でございます。現状及び留意点等に配慮しながら、まずは地域への情報提供に入っていきたいと考えております。

　この２つの地域につきましては、先ほど申しましたとおり、公表の前段階というような状況でございますので、しっかりと動向の把握をし、まずは情報提供に努めてまいりたいと思います。様々な条件がそろった段階では協議会設立等の動きにも入ろうかと考えております。

　それから、欄外のところに小さな四角で１行記載があるんですけれども、このほか、単学級校あるいは大規模校につきましては、学級数及び生徒数、様々、学校によって状況が異なってまいりますので、状況等をしっかりと勘案し、別途、情報提供等、あるいは検討のタイミングの入り方等を含めまして、取り扱いについて検討してまいりたいと考えております。

　基本方針と公表についての説明は、以上でございます。

委員長　質疑、意見等がございましたら、ご発言ください。

次長　　追加で、ちょっとよろしいですか。

委員長　はい、どうぞ。

次長　　今、ご説明いたしました学校適正配置に関する基本方針と先ほどご説明しました教育支援センターの基本計画については教育委員会の重要な方針決定になりますので、今日ご説明をさせていただきまして、次回の委員会に付議をさせていただいて、議案として出させていただこうと思っております。

　今日報告させていただいた内容でもし何かあれば、それまでに修正をしたいというふうに考えております。
委員長　ということで、質疑、意見等がございましたら、ご発言ください。

　この基本方針については何度か説明をいただいておりますので、大方のところは了解しているわけでございますけれども、さらに何か気がつかれたところがありましたら、ご発言ください。

教育長　　これを策定するに当たって一番悩んだところが、最後の公表の仕方の部分です。

　議会の皆さんは、もっとうんと具体的に校名が出て、校名・地域が出てきたものを計画として出されるのではないかということを、どうも期待されている方が多いように思います。
　ただ、下手に公表しますと、また、それが変な風評になったりする可能性もあるものですから、どこまで、どういう形で出そうかというのを大分論議した結果がこういう形になりました。
　それと、正直申し上げまして、今の教育委員会事務局の体制から言えば、幾つものところを一遍に手をつけるという状況にはないものですから、１つずつ確実に地域の方と十分話し合いをするという作業を進めていった方がよかろうということで、早急に対応する学校は１校、それからそのほか、情報提供をして、適時、地域の方なりとお話し合いをするところを２つの地域という形にさせていただいたという経緯がありまして、その辺を含めて、ご意見があれば、ぜひ伺いたいと思っています。
谷田委員　　公表に関しては、また新たな、考え方を少し変えてスタートするわけですし、より丁寧にやっていこうというような基本的な考え方だと思うので、余り無理せず、できるところをしっかりやっていくということでいいのではないかと思います。やっていく中で、また色々出てくれば、それはそれで、また次に出してもらって、丁寧にやっていくのがいいと思います。

本山委員　　これは、基本方針というのを出して、それが通って、それに基づく公表という手続をとらなくていいものなのですか。

　基本方針に基づく地域の公表がついていますよね。基本方針というのは、まだ通っていないですよね、手続的には。
教育長　　それは、先ほど次長が申し上げたように、次回の教育委員会で議案として出したいと。

本山委員　　はい、基本方針。

教育長　　そのときに、公表についても、あわせて決定していただくという作業は次回の教育委員会でやっぱりやらなければいけないと思っています。

本山委員　　いえ。２つが同時進行でいいものかどうかということですけれども。

次　　　長　　本来であれば、分けて考えるというのも１つの考え方だというふうに思います。

　ただ、今回の審議会で２年余りかけてご議論いただいた部分でいきますと、早急に対応しなくてはならない学校ということで、複式学級の懸念される学校がありますので、あるいは志村地域については大規模マンションの建設が想定されていて、そういう中で小規模な学校もあるということで、早急にそこも着手していかなければ、お話し合いをしていかなければいけないだろうと思っておりますので、これを、今回は基本的な考え方と具体的な進め方と一緒にお示しして、両方を一度に決めていただいて、それで進めていこうという考え方です。
　１つずつ段階を追っていくというのもあるかと思うのですが、審議会の答申の中でかなり議論をしていただいている部分なので、それをある程度先行して、あわせてやらせていただきたいということです。

　あと、大山小学校については、ご報告したように、もう既にこれに先駆けて地域で協議会が立ち上がっておりますので、その方向性を確認していただくということになろうかというふうに思います。

今井委員　　大分すっきり、分かりやすくなっているというのが、全般に関する感想です。

　公表に関しては、教育長がおっしゃったように、かなり憶測を呼んでしまう部分があるというのが一番心配ですよね。
　例えば、板三中エリアというと、こういうのが出ると、保育園、幼稚園の保護者の間でメールが飛び交うということで、大きな雪崩のような動きが出かねないという、そっちの面を心配すると、なるべく公表の仕方、区報に載せるとかホームページに載せるとか、そういうのから、例えば町連支部の会議にお示しするとか、色んなやり方があると思うのですけれども、それは色々検討の余地があるのかなと、心配かなという思いがします。

　要は、この最後のページの公表の、上は適正化に向けた進め方の、６ページの②というアラートレベル２、下の２つが５ページのアラートレベル１みたいな、そういう位置づけでしょうけれども、その辺のニュアンスというのは、例えばこういう紙で公表してしまったときに、どの程度のアラートレベルなのかというのは分からないところで、憶測を呼んでしまうかなと。

　検討を開始する、協議会を設置する、その辺の２種類で上手い表現とかがあればいいのかなという気がするのですけれども、その辺は検討が要るのかなと。

　それから、骨組みからいくと、８ページの協議会が方針を決めて、教育委員会が適正配置計画を策定するという、そこで協議会の方針決定が、学校の教育環境としての適正規模という観点から、余り望ましくない方向に協議会の方針が、色んな努力を重ねた上でどうしてもなってしまうという場合がもしあり得るとして、では、適正配置計画はつくれませんとか、あるいは、ここはこのままいきますとか、そういうネガティブというか望ましくない方向での結論を出すのか。

　あるいは、では、様子を見る期間を設けましょうみたいな、そんな方向に持っていくのかという、それの状況に応じてアローワンスが出るような、例えば１回裁判を行って結論が出たらもう一回裁判を起こせないみたいな、そういうような原則ではないよみたいな雰囲気がどこかにあった方がいいのかなという、すごい先走りの心配ですけれども。
　それが１点と、もう１点は、最後の公表について、それについては検討するとして、これは基本計画と公表というのが必ずセットというわけではないですよね。

　そうすると、では、こういうのが物すごく「何だ」というモードの人が読む可能性が高いというところで、要望です。過小規模とか、規模の過小化という、過大・過小とよく使われる言葉なんですが、何か基準があっての話ですから、その基準が、この答申や基本方針の望ましい規模ということなので、その辺が、揚げ足を取られないようにしておくとすれば、簡潔な表現としては、このままがいいなとは思うのですけれども、適正な、あるいは望ましい規模から大幅に下回る規模とか、何かちょっと回りくどいですけれども、そのような、人によっては物すごいとげのある単語だなという印象を持たないような、基準があるんだよというふうにすぐ思考が結びつくような表現の方がいいのかなという、非常に細かい点ですけれども、最後は。思いつきで。

　以上です。いずれも、今すぐに答えてとか、そういうわけでは全くないので。
次長　　前段の部分ですが、適正配置計画の策定ということで、協議会の意見を踏まえて教育委員会において策定をしていくということになるわけですが、当然、我々も説明に入る際に、まず審議会の答申、特にその中で強く言われていますのが複式学級の問題、こういう部分についてきちんと地域にご説明するつもりです。

　あるいは、望ましい規模の回復のための手段といいますか、手法といいますか、そういうことについても色々な形で、こういう形をとればこうなりますとか、地域の方の意向、あるいは保護者の方の意向を踏まえてやればこうなりますよというようなことをご説明させていただいて、あくまで地域の議論を踏まえた形での学校適正配置計画が教育委員会として策定できるようなご議論をしていただきたいというふうに思っております。
　そういう意味で、私たちが、基本的に教育委員会ないしは区議会議員の方も入っていただいたわけですから、そういう意思を踏まえた形で、地元の方に適切に、また詳しく説明をさせていただきますので、そういう中での合意形成。ですから、教育委員会も投げ放しということではなくて、状況とか方向性とかというのを教育委員会としての答申に沿った考え方というのを的確に説明をさせていただきますので、その中でご議論をいただく中で結論を導き出していただこうというふうに考えております。

　できる限り、私たちもそういうスタンスでやりますので、結論は今の時点で申し上げられませんが、その辺で臨みたいと思いますので、ご理解いただければと思います。

新しい学校づくり担当課長　　いわゆる憶測と言いましょうか、こちらで予期しないような話が広がってしまうというのは、大山小学校の意見を聞いている中でも十分分かったところなんですけれども、今回、この基本方針が定まった段階で、今回の板橋区の教育委員会での考え方というのを明らかにするような簡単なものを印刷して、保護者、あるいは関係者に配れたらいいなというような形で予算措置の方は取れている状況です。

　そういった考え方をしっかりと伝えていくということがまず大事ですし、協議会ができたから、あるいは情報提供が始まったから即どうのというようなことがないことをしっかりアピールするのも１つ大切なことではありますので、その辺についても十分対応していきたいというふうに考えています。
委員長　　よろしいでしょうか。そうしましたら、また何か気がついたところがありましたら、次回のときにご発言いただくか、あるいは、それより前にメール等でご連絡いただければ、修正なり、確認なりできるかと思いますのでよろしくお願いいたします。

○報告事項

３．新小学一年生配布「板橋区立小学校案内」冊子の内容の変更

（資料学―１・学務課）

委員長　　では、報告３に移ります。「新小学一年生配布「板橋区立小学校案内」冊子の内容の変更」について、学務課長から報告願います。
学務課長　　次第に学－１というふうなタイトルで、資料としては７ページがとじてある薄い冊子のようなものがございます。早、来年の入学案内というものでございます。

　委員の皆さんもご案内のとおり、小学校につきましては、それまで選択制において全区的に自由で選べたものを、今年度からは、通学区域を残しつつ、通学区域プラス隣接区のみという形に改めさせていただいております。
　そういった過程の中で、今回、１年間実施したわけでございます。大きな混乱もなくと申しますか、特に苦情といったものもなく、この間、選択制が進められたわけでございます。

　そういった事情を受けまして、これまで小学校におきまして、皆様方には今日お配りできなかったんですが、私の手元にございますように全校の内容が全部書いてある非常に詳しい冊子を対象の方々にお配りしたもので、今回から、今申し上げたように隣接区だけでございますので、全校のご案内をお渡しすることも、直接、これだけのものでお渡しする必要もないのではなかろうかということで、一部こういった、皆様方にお渡ししましたような案内をパンフレットのような形にして経費の削減等を図りたいということがありまして、今回お諮りさせていただくものでございます。
　ただ、皆様方にお配りさせていただいたものは、本当に案ということで、中はまだまだ空欄もございますので、イメージとしてご理解いただきたいと思います。

　基本的には、今お見せしましたこのカラーの本にできたものの中の各学校の案内が抜けているだけという形になります。ですから、今、お手元にある資料の中で、新入学に対するスケジュールですとか、小学校の一覧ですとか、各学校の隣接校の状況、通学区域の一覧、それから後ろの方にまいりますと、あいキッズの話、放課後対策事業の話、日本語学級であったり、特別支援学級ですとかＱ＆Ａ、そういった説明内容は全て網羅しているという形にはしておりますが、各学校の内容を割愛させたもので対応していけばいいのではなかろうかということで、案として出させていただきました。
　また、あわせて、本日、机上にピンク色のチラシ状のものをお配りさせていただいております。これは４月下旬、今月下旬ぐらいに、毎年、これは小学生用ですので、区内の幼稚園、保育園に入学選択制についての周知を図るという趣旨でお配りするものでございます。これにつきましても、選択制というよりは、そもそも板橋区の場合は通学区域を残しつつの選択制ですので、選択制というより、そもそも新入学に関する諸手続のご案内という趣旨に改めまして、皆さんがお持ちのものは、タイトルが「新入学に関するご案内」となっています。

　実は、これが今までは、今、私の手元にございませんが「学校選択制のあらまし」というふうに、選択制のご案内になっていたものを、こういった形に改めまして４月のチラシ、また、先ほどお見せいたしましたパンフレットは８月にお配りするんですが、この辺につきましても「新入学に関するご案内」ということで少し周知方法を改めさせていただきたいということでご提案させていただいたものでございます。

　簡単でございますが、説明は以上です。

委員長　　質疑、意見等がございましたら、ご発言ください。

今井委員　　この「はじめに」から「小学校一覧」の前の部分が、このピンクもそうだけど、冊子も、選択制みたいなことから始まって、言わば賢い選択をすることがよき親の務めみたいな、そういうイメージが色んなことである中で、「選択」という言葉がいきなり出てくると、選択した方がいいという印象を確かに持ってしまっていたんだろうなというのが、随分、緩和されるかなというのが全般的な印象です。

　できれば、表紙も、いきなり「選択」とか「希望」とか、そういう夢とか幸せに直結する単語が並んでしまっているので、そこも、例えば通学区域外就学希望票とか、名前も考えたいですね。
教育長　　今の一番初めも、選択希望票ではなくて入学希望票でいいわけですよね。何も「選択」と書く必要はなくて。

　それから、これを見て、さらっと読みましたけれども、真ん中の学校選択制のところは大幅に書き直してもらいたいなというふうに希望します。
　ここも、すごく学校選択制を強調していますけれども、せっかく初めのページに、今回の学校の安心・安全、特に災害対策などのときに地域とのつながりがある、自分の学区域の学校がいいよというあたりが見直されてきたりしているところがありますから、その辺も含めて、前半のところは書きかえてもらいたいということ。

　それと、最近よく問題になっているのが、希望選択で学区域外のところに入ったときに、小学校を卒業して中学校に行くときに、自動的にそちらに行けると考えていらっしゃる方がいらっしゃるんですけれども、そこはまた元に戻ってしまうんですよね。必ずしも、中学校で行けるわけではありませんよという注意書きも必要なのかなというふうに思います。

学務課長　　そうですね。今、お手元に配ったパンフレットの案は、まだ素案よりも前の粗々の案でございまして、中身については、これまでと余り変わっていないと思います。そのまま使っているところもありますので、今、教育長がご指摘のように、また、今井委員のお話もありましたので、基本的には、ピンク色のチラシもすぐに改めさせていただきますが、まず通学区域を区では定めています。そこで地元とつながりの深い通学区を選びながらということで、ただ通学区以外の学校を選択することもできる選択制があるんですよというトーンでやっておりますので、そういった形に全体を見直していきたいと考えています。

　また、今、教育長がご指摘の部分は、今までもこの冊子の中で、小学校を選択した場合、逆に希望の中学校が在籍小学校による優先はないですよということを書いてはあるんですが、必ず今ご指摘のトラブルがありますので、選択をした場合のリスクといいますか、そういった部分についても周知ができるような形で検討を進めたいと思います。

教育長　　それからもう１つ、他課の方にもお願いですけれども、しっかり見ていただいて、せっかく新入学予定児童のところへ行くわけですから、もう少しきちんと宣伝、ＰＲした方がいいようなところは書き加えてもらった方がいいかと思います。

　例えば、最後のページの放課後対策事業のところ、あいキッズも、一般登録のあいキッズの子供たちが夏休みだとか長期休業のときも見てもらえたりするところは、余り知られていないんですよね。その辺を、せっかくですからここに加えていくとかという、見直し作業を１回していただければというふうに。

学務課長　　恐らくですけれども、これをつくった当時のままになっているところもあるかと思いますので、これを機会に全体的に見直しを図りまして、教育委員会としてきちんとＰＲすべきところはするような形で、もう一回見直したいと思います。

本山委員　　この各校のページは残るんですか、残らないんですか。この説明だけに。

学務課長　　この中には、この各校のページは入りません。

本山委員　　入らない。

学務課長　　はい。その部分を抜いた形になります。各校のご案内につきましては、基本的には各校がホームページを持っていますので、それについて、このパンフレットやホームページ等をご参照くださいということは周知しようと思っていますが、そのもの自体はここから省かれるということになると思います。

委員長　　予算の厳しい折に、関係ない学校をたくさん紹介しても意味がないと思うので、それはホームページを見るなり、学校公開に行くということでよろしいのではないかと思います。

　あと、些細なことですけれども、先ほど教育長が「入学希望票」と言いましたけれども、自分の学校に行くときは何も要らないではないですか。

教育長　　出さない場合は。出しているんですよね。

委員長　　それがないと、何となく。

学務課長　　このスケジュールでは、自分の通学区域を希望する場合には出さないことになっていますので。

教育長　　出さないわけですか。

委員長　　その辺の誤解さえなければ、別に。

学務課長　　その辺は、言葉のイメージを含めて、もう一度精査して検討します。

今井委員　　すみません、たびたび。さっきの中学校の問題は、小学校向けにはＱ＆Ａのところに、中学校は優先されない。だから、お宅の子供だけ、１人だけ違う中学校になってしまうことがあるんだよみたいなことが初めに分かるような、Ｑ＆Ａのところにあるといいのかなという気はします。

学務課長　　そうですね。※印の注意書きよりもＱ＆Ａの方が理解はしやすいと思いますので、そういった苦情があったり、間違いやすいところはＱ＆Ａ形式での掲載等も検討したいと思います。

今井委員　　それともう１点。学校ごとのページをなくすというのは予算の問題ではなくて、もう１つは、要は、これから就学する保護者向けに学校を紹介するときに、学校ごとというのは、要するに学校の特色を知ってもらうという考え方の流れだと思うのですけれども、外向きの特色を学校ごとに出すというよりも、学校の特色というのは、どういう子が現にいるかということですから。それを与件として、どれだけ学んでもらうかという、そこの部分に、どう学んでもらうかという部分に、学校の教育上の特色が本当に見えないところにあるわけで、そういう姿勢を板橋区教育委員会としては、フィードバック学習とセットで学校案内を再検討してみると、こういう形がベストだねと落ちつきましたというストーリーの方が美しいかな、適切かなと。
谷田委員　　今の絡みですけれども、そうすると、中学校はどうするんですか。

学務課長　　中学校は、今のところ、全区的に選択制が継続しておりますので。特に中学校の場合ですと部活で選択する方もいらっしゃるとか、そういう状況もありますので、中学校に関しては、現在のところ、これまでどおりの形で、今日はお持ちしていませんが、中学校は学校数が少ないので薄くなりましたけれども、全部学校が入っている形で進めたいというふうに考えています。

谷田委員　　今の基本的な考え方を決めてしまえば、やめるならやめてもいいという感じもしますけれども。ここでやめないと、ずっとこれは続きますよね。もう、やめる理由がなくなりますから。見せ方とか使い方をどうするかということで。

今井委員　　ただ、「この学校の部活は何ですか」という電話が鳴りっ放しになる。

　　根本は、中学校は、板橋の保護者の結構な割合は、部活に打ち込んでくれないと、ちゃんと育つ確率がガクッと減るみたいな伝統的イメージがきっとあって、野球とかサッカーとかに打ち込んで、ぶれずに育ってほしいみたいなのが、どこかしらというか、結構あるような気がしていて。

　そうではないというのが、小学校１年生から６年生まですごくしっかり勉強もするし、学校が楽しそうだしみたいなことを早くつくっていかないといけないというのがそのフィードバックとか、色んな施策につながっているわけで、そうなれば、全然、部活なんて議論は要らなくなるとは思うのですけれども、現状では、何かしらの情報提供がないと、五月雨式に問い合わせが殺到してしまうのかなという、その辺が工夫のしどころかなと思います。これがいいよみたいなアイデアはないんですけれども、考えていければなと思います。
学務課長　　今回は、小学校に関して選択制の範囲が小さくなったというところがありましたので、小学校についても中身を改めますということでご提案させていただきました。

　中学校については、今申し上げた部活のものですとか、あと、中学校になりますと、小学校と違って進路、卒業生がどんな学校に行ったかという紹介も含めて、大分、小学校とは記事の内容も変わっていますので、とりあえず、今回は変更なしで準備はしているところですけれども。
本山委員　　それで、小学校の方ですけれども、個々の学校のページがなくなったということで、ホームページや何かにアクセスしていただくのを入れていただくことと、それから図書館でも見ることができますよね。家にＰＣがなくとも見ることができますね。
学務課長　　この紙媒体自体がなくなるんです。

本山委員　　なくなるから、新入学児の親御さんがパソコンを持っていない場合に、そのホームページを図書館で見ることができますよね。

学務課長　　地域の図書館でホームページの検索ができるかということですか。

本山委員　　はい。

中央図管理係長　　できます。

本山委員　　できますよね。図書館でホームページはご覧いただけますというのも、合わせて書いておいていただいたらと思います。

学務課長　　はい。では、その辺は確認しながら掲載していきたいと思います。

教育長　　実際に、個別の学校の学校案内は、入学するとき余り参考にしていないんですよね、アンケート結果などを見ても。

　それでも、今までやってきましたけれども、確かに財政的な理由からも、もったいないかなという気はしているんですよね。中学校などで、いい方法があれば。
今井委員　　そうですね。

委員長　　そうですよね。中学校もほとんど口コミが多いので。例えば、部活の一覧表ぐらいはつける、データがあれば。

教育長　　小学校の学校公開はすごく行っていますけれども、中学校も、結構、学校公開に参加している親は多くなってきていますよね。
学務課長　　そうですね。今、年間で、色々学校公開をしている学校を増やしていただいていますので、時期になると、かなり多くの方が中学校もいらしていただいているとは思っています。

　今日は皆さんに、そちらはあれだったのでお渡ししてないですが、小学校と同じように、中学校も４月下旬にこのチラシを配っておりますが、これでは各校の部活を一覧で載せています。
　こういった形で、例えば中学校も、今はどこまでか分かりませんが、もう少し簡略化するなり、色々する方法は検討の余地があるのかなというところは今のご議論で感じるところですけれども。
教育長　　例えば、板五中のように、今、単学級になって３クラスしかないのですけれども、そういう状況なので、部活としては非常に少ないんですよね。

　野球部がない、サッカー部がない、男子バスケット部がないという状況で、実際には男子生徒が非常に少なくなっているという状況があるんです。

　これは、もうちょっと地域の方々と相談して何とかしなければいけないというのはあるんですが、それを置いておいても、部活ではない、研究奨励校になっていまして、色んな新しい授業改善の取り組み、非常にいい取り組みをして成果が上がってきているというところがあって、これをぜひ学校の特色にしたいんだと、校長もそういう意向を持っているんです。
　それはそれとして１つの学校の日常の活動の特色になると思うので、それを知らせることができれば、別の学校に行ってしまうということが少し食いとめられるかなというような思いがあるんですけれども、だから、部活だけではないんですよね。

学務課長　　そうですね。だから、今申し上げているマイナスの部分を、今度の部活のチラシだけだと、表になっていますので、板五中は確かに記号がついている数が少ないんです。
　そうすると本当に、男の子が主流で多いバレーボール、野球、柔道、サッカーがないというふうになってしまうのは、これは一覧で目立ってしまいますので、逆に、今度はそういった小規模を生かした独自の特色ですとか、研究奨励で頑張っているというのが、例えばこういったものがないとなかなか難しいという部分もあるのかもしれませんし、その辺は検討しなくてはいけないかと思います。
今井委員　　そうですね。こういう広報のチャンスと捉えている学校にとっては、ページがなくなるというのは嫌だろうというのは、確かにそうですね。

　ただ、いいことかどうかという判断は全く別問題として、カラー印刷のパンフレットを独自につくって近隣に配っている学校もありますよね。そういうところからすれば、１ページの決まったフォーマットみたいなのは多分嫌でしょうし、だから、両面ありますね

教育長　　確かにそうですね。独自につくって、小学校でも幼稚園だとか保育園に本当にＰＲをしに行っているというようなところもあって、そこは実績が本当に上がっているということもあるんですよね。だから、そういう活動が、中学校でもできるわけですからね。
学務課長　　ホームページも随分学校によって差がありますので、例えば今度の機会に、もう一度このページを見直していただいて、それぞれの学校の特色ですとか、きちんと反映されるようなホームページというお話もあわせてした方がいいのかもしれないなという気はしますけれども。

委員長　　小学校がホームページにしたのであれば、中学校もそれでもいいかなという気もします。

本山委員　　あと、この地図に学区域が入っていないんですよね。学区域の線引きは必要ではないでしょうか。

委員長　　この大きさでは。

今井委員　　情報として、すごく微妙なところが。

学務課長　　必ずしも幹線道路で区分けされていなくて、本当に細街区のブロックで分かれているところがありますので、それがこの図で正確に表現できるかという部分もありますけれども、情報としてはあった方がいいことはいいと思いますので、どこまでできるか。

今井委員　　勘違いや誤解が増えてしまいますよね。

本山委員　　自分の学区域のところに隣接している学校にしか行けないわけですから、その隣接は明らかにしといてあげないと。

委員長　　それは学校名で書いてあるから。

学務課長　　それは、表で全部書かれるようになっています。

本山委員　　ここに入るわけですね、隣接校という、空欄になっているところですね。

学務課長　　すみません、空欄のままになっていますが。

本山委員　　分かりました。

学務課長　　それに、ピンク色のチラシの方に挟んであるこういったものが、実際にはお配りいたしましたパンフレットの方にも一覧はつきます。

教育長　　隣接区域というのも、本当に少ないところは３校だし、多いところは８校などというところもあって、その意味から言うと、本当に余り公平になっていないですね。

学務課長　　これも、本当に隣接区域が、地図上の接点があれば隣接校というだけですので。

教育長　　その辺の見直しというのは、少し必要ではないですか。

学務課長　　面の隣接と、ほぼ点に近い隣接とが全部、とにかく接していれば隣接だというふうに入っていますので、その辺は、今回、隣接に一回変えたのですが、さらにこの後、様子を見ながら、ある程度、いっぱい選択できる学校と数が少ない学校との不平等はあるかもしれませんので、隣接というものの範囲もまた議論になるのかなという気はしますので。

教育長　　日常的に青健活動で一緒にやっている地域だとか、それなら分かるけれども、本当にちょっとだけ接していて、余り日常的に。

学務課長　　本当の学区域の一番端っこの角と角だけでつながっているところも入っていますので。

教育長　　そういうところは、今後、除いていくとかという検討が必要ですね。

委員長　　中心のところは隣接が多いですけど、周辺のところは絶対こちら側がないので。

学務課長　　そうですね。区境ですからね。

委員長　　ということで、中学校については検討していただくということでよろしいでしょうか。

　では、次に、教育委員会次第にはありませんが、追加報告事項はありませんか。
教育長　　私から２点。皆さんのお手元にお配りしましたけれども、福井大学大学院の教職大学院ニュースレターの№３９というのを送っていただきました。

　今、福井大学の教職大学院の拠点校に赤塚二中がなって、毎月１回先生方が見えて、２名の院生を送っていますが、その院生を中心に学校の協議会を全員で開いて、かなり授業改善の努力を進めているところです。
　その辺の授業改善にかける熱い思いを校長の稲葉先生が、非常に素晴らしい内容で書いていただいておりまして、４ページにわたって、１月に行われました公開授業の研究協議会の報告を、参加された各先生が書いていまして、各先生とも素晴らしいと思って私は読ませてもらったのですが、ぜひ、参考にお読みいただけると、今どういう状況になっているのかというのが分かってくると思いますので、どうぞ参考にしてください。
　これは、稲葉先生がマス刷りをしまして、小・中学校の校長の皆さんに送りしたいということで。

　それから、もう１つは、学務課長からお話が出るところですが、移動教室の放射線が大丈夫なのかと、議会の中でも出たりしておりますけれども、日光と榛名に関しては、両者ともに、特に日光に関しては地域も非常にセンシティブに考えて色々と取り組んでいただいているので、基本的には大丈夫だという見解は持っていますけれども、親の安心感を少しでも高めるためにということで、昨年も秋、１１月に１回、学務課の職員が行って実際に子供たちが行くところの測定をしてきて、データとしては大丈夫だというデータを持っています。

　今回、４月に実踏担当の校長先生で実踏をされていて、そのときも測ってもらっているんですけれども、そのときに測り切れなかった箇所に関して、今日、学務課の職員２名が日光に行って測ってきまして、近々、榛名にも行く予定ということです。

　榛名もデータとしては出てこないと思いますけれども、安心ですよということだけきちんとお伝えしていこうかというふうに思っています。

　以上です。

学務課長　　あわせて、今、教育長からお話をいただいていましたように測定して、今回は測定した結果を公表して、こういう状況ですから、安心ですから実施いたしますという形で、公表しながらということで考えております。
　また、あわせて、今日資料でお配りできなくて恐縮ですが、この時期に、学校のプールの水の中からヤゴを救出するという、環境教育の一貫でヤゴ救出作戦というのをやっているんですが、それにつきましても、昨年は放射性物質の飛散の関係で色々動きのあったところでしたので、今回は４月５日に区内小学校３校、板橋第四小学校、若木小学校、三園小学校の３校で、ヤゴ救出作戦実施予定だったのですが、そこの水を採取しまして、既に委託により測定した結果、３校とも検出限界値以下、いわゆる不検出という形で出ておりますので、近々、これもホームページ等で公表するような形でやっていきたいと思います。

委員長　　あと、お茶摘みをやっているところがあるじゃないですか。

学務課長　　今年度は中止になっております。
本山委員　　今年のお茶からは検出されていないような報道はされていますけど。

次　　　長　　新聞報道で、もうご存じかと思うのですが、４月２３日、月曜日、朝７時５５分ごろ、若木小学校に接する道路かと思われますが、女性がわき腹を刺されるという事件、事故が発生しております。

　これに伴いまして、区立の全小・中学校にファクスいたしまして、集団下校、あるいは教員が見回る、あるいは学童養護、あるいは学校のサポーターの方等に注意喚起いたしまして、対応しているところですが、今のところ、その後の状況の変化はございません。
　また、何か動きがありましたら、ご報告させていただければと思います。

委員長　　ほかにございますでしょうか。

　なければ、以上をもちまして、本日の教育委員会を終了いたします。

　なお、これから事務打合せ会を行いますので、傍聴の方は退席願います。

　ありがとうございました。

午後　　４時　２５分　閉会
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